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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第65期

第２四半期連結
累計期間

第65期
第２四半期連結
会計期間

第64期

会計期間
自平成20年４月１日
至平成20年９月30日

自平成20年７月１日
至平成20年９月30日

自平成19年４月１日
至平成20年３月31日

売上高 （千円） 12,651,523 3,711,688 22,479,038 

経常利益又は経常損失（△） （千円） 2,674,683 △287,078 3,444,591 

四半期（当期）純利益

又は四半期純損失（△）
（千円） 1,502,327 △252,742 1,771,505 

純資産額 （千円） － 22,743,940 22,247,978 

総資産額 （千円） － 27,305,071 26,081,770 

１株当たり純資産額 （円） － 618.24 592.28 

１株当たり四半期（当期）純利益金額

又は四半期純損失金額（△）
（円） 40.54 △6.86 46.35 

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 40.54 － 46.33 

自己資本比率 （％） － 82.9 84.9 

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 2,417,608 － 2,235,272 

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 1,393,636 － △11,439 

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △800,725 － △2,123,347 

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（千円） － 13,166,410 10,155,890 

従業員数 （人） － 895 852 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第65期第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半

期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、持分法適用関連会社であった株式会社グロース・パートナーズは同社の第三

者割当増資に伴い、当社の議決権の所有割合が減少したことにより関連会社でなくなりました。

 

４【従業員の状況】

（１）連結会社の状況

 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 895 [216]

　（注）臨時雇用者数は [ ] 内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。

 

（２）提出会社の状況

 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 558 [123]

　（注）臨時雇用者数は [ ] 内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

当社グループ（当社及び連結子会社５社）において、開示対象となる事業の種類別セグメントはありませんので製

品区分別に記載しております。

なお、主力製品のうち、株主総会招集通知、有価証券報告書、株主向け年次報告書等は、企業の決算期に連動して受注

する開示書類であります。当社グループの売上高は、例年、３月決算会社への売上が第１四半期連結会計期間に集中し

ているため、他の四半期連結会計期間における売上高に比べ、第１四半期連結会計期間の売上高が著しく高くなると

いった季節的変動があります。

（１）生産実績

当第２四半期連結会計期間の生産実績を製品区分別に示すと、次のとおりであります。

製品区分別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
　　至　平成20年９月30日）

会社法関連 （千円） 317,788

金融商品取引法関連 （千円） 2,526,012

ＩＲ等 （千円） 764,964

有価証券印刷 （千円） 102,922

合計 （千円） 3,711,688

（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

（２）受注状況

当第２四半期連結会計期間の受注状況を製品区分別に示すと、次のとおりであります。

製品区分別セグメントの名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

会社法関連 458,205 242,068

金融商品取引法関連 3,084,706 1,377,492

ＩＲ等 850,631 303,367

有価証券印刷 90,938 43,938

合計 4,484,482 1,966,866

（注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

（３）販売実績

当第２四半期連結会計期間の販売実績を製品区分別に示すと、次のとおりであります。

製品区分別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
　　至　平成20年９月30日）

会社法関連 （千円） 317,788

金融商品取引法関連 （千円） 2,526,012

ＩＲ等 （千円） 764,964

有価証券印刷 （千円） 102,922

合計 （千円） 3,711,688

（注）１．主要な販売顧客については、該当するものはありません。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 
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２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態及び経営成績の分析】

（１）業績の状況

①　経済環境

当第２四半期連結会計期間（７－９月期）におけるわが国経済は、サブプライムローン問題に端を発した金

融市場の混乱が続き、加えて原油や鋼材、食料等の高騰による企業業績や設備投資、個人消費へのマイナス影響

が高まる中、９月には米国の巨大金融機関の破綻に始まる金融危機が発生、国内証券市場も極めて大きな影響

を受けました。日経平均株価は９月末には11,000円台を維持していたものの、10月には米国の株価急落を受け

て7,000円台にまで値を下げ、為替レートの変動も相俟って実体経済への深刻な影響がさまざまな業界で予測

される状況となりました。

②　当第２四半期連結会計期間における当社の主な取組み

このような経済状況のもとで当社は、本年度より法制化された四半期報告書と財務報告専用コンピュータ言

語ＸＢＲＬフォーマットに対応する決算開示関連サービスの体制構築に取り組んできましたが、初回導入製品

である第１四半期報告書の売上を当第２四半期連結会計期間に予定どおり計上しました。一方、前述の経済環

境とそれに伴う証券市況の低迷を受けて、投資信託関連、ＩＰＯ・ファイナンス関連、有価証券印刷製品の受注

は大きく減少しました。当面、これらの証券市況に左右される製品の受注減少が続くものと想定されることか

ら、その業績影響をできる限り少なくするため、定期受注製品の顧客拡大、システムサービスやＩＲ関連サービ

スなどの付加価値製品の開発、提供を最重要課題として取り組んでいます。

③　製品別の売上状況

当第２四半期連結会計期間における製品別の概況は以下のとおりです。

＜会社法関連製品＞

当第２四半期連結会計期間の売上高は、この分野の主力製品である株主総会招集通知が非需要期のため第

１四半期連結会計期間（４－６月期）に比較して少ないものの、前年同期を上回る317百万円となりました。

＜金融商品取引法関連製品＞

当第２四半期連結会計期間は、前述のとおり四半期報告書の初回導入期間であり、３月決算会社の50％以

上の上場企業から第１四半期報告書並びにＸＢＲＬ対応サービスを受注し、予定どおり納品することができ

ました。決算短信の受注社数が増加したことによる増収分も含めて、これらの決算関連製品の売上は大幅に

増加し、前年同期の２倍以上に達しました。

一方、証券市場の低迷や上場審査の厳格化等を受けてＩＰＯ社数の減少が続き、当第２四半期連結会計期

間の国内ＩＰＯ社数が前年同期の20社から８社に大きく減少したことに伴い、目論見書等ＩＰＯ関連製品の

受注が減少しました。ＲＥＩＴを含めた投資信託関連製品については、運用報告書等の定期開示書類の受注

は増加したものの、前期の金融商品取引法施行に伴うスポット需要の反動減に加えて市況の低迷が続き、目

論見書や販売促進ツールの受注が大きく減少しました。

第２四半期連結累計期間（４－９月期）でみるとこれらの減少要因が、決算関連製品の増加要因を上回る

ため前年同期比で減収となりますが、当第２四半期連結会計期間については、決算関連製品の増加額が大き

いことから金融商品取引法関連製品の売上高は2,526百万円と前年同期を上回りました。

＜ＩＲ等製品＞

電子公告関連、ＩＲサイト関連、財務データベース関連等のＷｅｂ系サービスの売上が増加した他、第１四

半期連結会計期間から本格スタートした有料セミナー事業の売上も新たに加わりましたが、株主向け年次報

告書の社数減等の要因により、当第２四半期連結会計期間のＩＲ等製品の売上高は764百万円と前年同期に

対し微減となりました。

＜有価証券印刷製品＞

ＩＰＯ・ファイナンスの大幅な減少と、平成21年１月からの上場株券の電子化を前にした需要の減少によ

り、当第２四半期連結会計期間の有価証券印刷製品の売上高は102百万円と前年同期に比べ大きく減少しま

した。
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④　利益の概況

当第２四半期連結会計期間については原価率の高い法定公告の受注減少に伴い外注費の減少幅が大きかっ

たことを主因として、売上原価率が前年同期よりも低下しました。また販管費については、情報セキュリティ強

化のための本社オフィス移転による家賃の増加影響は大きいものの、その他の費用の減少により売上高販管費

比率はほぼ前年同期並みとなりました。

この結果、営業損益は前年同期よりもやや改善し△232百万円（損失）となりました。営業外収益、営業外費

用を加減した経常損益も同様にやや改善し△287百万円（損失）、税金等調整前四半期純損益は、証券市況の低

迷に伴い投資有価証券評価損が発生したものの、前年同期の同評価損より少ないことから損失幅が縮小し

△418百万円（損失）、四半期純損益は△252百万円（損失）となりました。

 

※　四半期開示制度導入前の前年は７月－９月の３ヶ月間の業績を表わす開示数値がないため、前年同期比較に

関する表現は数値情報ではなく増減を示す程度の参考情報として記載しております。

 

⑤　第２四半期連結会計期間の季節性

当社の主力製品のうち、株主総会招集通知、有価証券報告書、株主向け年次報告書等は、企業の決算期に連動

して受注する開示書類のため、上場会社の75％前後を占める３月決算会社からの受注が第１四半期連結会計期

間に集中します。このため、例年当社は第１四半期連結会計期間（４－６月期）の売上構成比が最も高くなっ

ておりますが、本年度より法定化された四半期報告書・ＸＢＲＬ対応サービスの売上が計上されることから、

本年度以降は第２四半期連結会計期間（７－９月期）及び第４四半期連結会計期間（１－３月期）の構成比

が従来に比べ上昇し、その分第１四半期連結会計期間の構成比が若干低下する見通しです。

 

（２）キャッシュフローの状況

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半期連結会計期

間末に比べ2,661百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末には13,166百万円となりました。

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は3,008百万円となりました。

収入の主な内訳は、売上債権の減少額4,955百万円等であり、支出の主な内訳は、仕入債務の減少額1,094百

万円、税金等調整前四半期純損失418百万円等であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は169百万円となりました。

主な内訳は、無形固定資産の取得による支出107百万円、有形固定資産の取得による支出18百万円等であり

ます。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は177百万円となりました。

収入の主な内訳は、短期借入れによる収入350百万円であり、支出の主な内訳は、自己株式の取得による支

出347百万円、短期借入金の返済による支出150百万円、配当金の支払額29百万円であります。
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（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、前連結会計年度に掲げた課題に対する当第２四半期連結会計期間中の主な進捗状況は以下のとおりで

す。

①　コンプライアンスと情報セキュリティの追求

外部機関の利用による内部通報制度の強化、電子メールモニタリング、情報システムのアクセス権限管理の

さらなる強化、インサイダー情報管理委員会主導による各種情報セキュリティ体制強化策等を継続的に実施し

ました。管理監督者層を対象にしたコンプライアンス並びにＣＳＲ研修会を実施し、より深い理解と動機付け

を行いました。情報セキュリティ・マネジメント・システムの国際規格ＩＳＯ27001の全社範囲での認証取得

後、第１回目の内部監査を実施しました。

②　コンサルティングサービスの充実

当第２四半期連結会計期間から始まる四半期報告書の校閲体制整備と、ＸＢＲＬ導入に対応するコンサル

ティング体制の強化を行いました。顧客向けディスクロージャー・ＩＲ関連情報支援組織「ディスクロー

ジャー実務研究会」の提供サービスの充実、情報サイトのリニューアル等を行いました。

③　デジタルサービスの充実

インターネット経由の新たな開示書類作成システム「プロネクサス・ワークス」の開発を進行させ、当第２

四半期連結会計期間からサービス提供を開始しました。お客様からの要望に基づき、顧客支援機能を一層充実

させるためのさらなる開発に取り組んでいます。

④　新規サービスへの取り組み強化

ＩＲサイトの構築・更新サービスの顧客拡大が順調に進展しました。投資家データベースを開発、提供する

インベスター・ネットワークス株式会社と業務提携し、上場企業の機関投資家向けＩＲ支援機能を持つ「ＩＲ

－ｎａｖｉ」ＰＲＯＮＥＸＵＳバージョンの販売を開始しました。また、企業の実務ニーズに対応する新たな

セミナーをラインナップに加え、顧客支援体制を強化しました。

 

なお、当社は平成20年４月30日開催の取締役会において、財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に

関する基本方針を定めており、その内容等（会社法施行規則第127条各号に掲げる事項）は次のとおりでありま

す。

ａ．基本方針の内容

当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊重し、特定

の者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・

向上に資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。

また、最終的には株式の大規模買付提案に応じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきと考えてお

ります。

ただし、株式の大規模買付提案のなかには、たとえばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることが

できない可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれのあるものや、

当社グループの価値を十分に反映しているとはいえないもの、あるいは株主の皆様が最終的な決定をなされる

ために必要な情報が十分に提供されないものもあり得ます。

そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、株主の皆様のため

に、必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉などを行う必要があると考えております。

ｂ．基本方針の実現に資する取り組みについて

当社は、昭和５年に株券印刷の専門会社として創業以来、株主総会関連書類、決算関連書類、新規上場やエク

イティファイナンス関連書類、投資信託・ＲＥＩＴ関連書類、そしてＩＲツール・コンテンツへと、ディスク

ロージャー分野全般に事業分野を広げてまいりました。また、近年は法制度の改正や情報開示の電子化が相次

ぐなかで、お客様への支援サービスの充実に取り組んでまいりました。こうした諸活動の結果、主要製品につい

てはリピート率98％（注１）、市場シェア50％以上（注２）など、お客様から高い評価を得てきております。
（注）１．当社の主力製品である有価証券報告書、株主総会招集通知の平成18年度受注顧客から平成19年度も継続して受注した比

率

２．全上場会社中の当社主要製品受注顧客数比率(平成20年3月現在）有価証券報告書54％、株主総会招集通知51％

このような当社及び当社グループの企業価値の主な源泉は、①法制度に適合した正しい情報開示を支援する

コンサルティングサービス、②お客様の情報開示実務を効率化・高精度化するＩＴ活用支援サービス、③短納

期でミスのない高品質の製品作りを集中的に行える生産体制にあると考えております。

　まず、①のコンサルティングについては、会社法、金融商品取引法、株式上場、電子開示などの領域で、豊富な開

示実務経験とノウハウを持つ約80名のエキスパートを擁しており、最新の法制度情報に基づく実務セミナーを

多数開催し、実務に直結する数多くの手引書や事例集の作成・提供、お客様の原稿に対する法的なチェックと

アドバイスなど、充実した情報・コンテンツサービスを提供しております。

　次に、②のＩＴ活用支援面では、急速に進化するコンピュータ・インターネット関連のＩＴをディスクロー

ジャー分野に応用し、開示書類の作成業務を効率化・高精度化する「エディッツ」システム、システムを安全
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確実に運用するための情報セキュリティインフラ、またＩＴを利用したＷｅｂ－ＩＲサイト構築更新サービス

など、独自のデジタルサービスを開発、整備、提供しております。

また、③の生産体制については、トヨタ生産方式を源流とするＮＰＳ研究会の活動を昭和58年以来継続し、Ｄ

ＴＰ編集、製版、印刷、製本、物流に至る各工程の品質管理力と生産性の向上を追求し、お客様のニーズに応えて

まいりました。

これら当社企業力の源泉となる経営基盤の整備・強化に向けての取り組みは、昭和62年の中長期経営計画の

策定に遡ります。以来、経営陣のリーダーシップのもと、事業環境の変化をいち早くつかみ、経営計画に適切に

反映させる活動を繰り返し継続してまいりました。その蓄積がブランド価値としてお客様に浸透するととも

に、良好な業績の継続と現在の企業価値につながっていると自負いたしております。

また、取り扱う情報の多くが機密性の高い情報であること、製品の多くが投資家向けのディスクロージャー

・ＩＲ関連製品であることから、当社の事業は高い社会性を有しております。つまり、経営理念にも社会的使命

として掲げておりますとおり、当社は、事業活動を通して資本市場の健全な成長に貢献する社会的インフラと

もいうべき役割を担っております。こうした役割を最大限に発揮できる事業運営体制を整備、充実させていく

ことが、事業会社としてのみならず、社会的にも求められており、そのための継続的な努力が結果として企業価

値及び株主共同利益の最大化につながるものと考えております。

当社事業を取り巻く昨今の環境変化のなかで最も大きいものは、平成20年度の四半期開示、ＸＢＲＬ（財務

報告専用のコンピュータ言語）の導入です。この変革は、お客様に新たな付加価値サービスを提供するととも

に、当社事業の成長につながるビジネスチャンスと捉えております。また、インターネットを中心としたＩＴの

進展は、新たなサービスの提供可能性を大きく広げております。

こうした変化に対応するため当社は、「第４の創業への挑戦」をテーマとして平成19年４月に策定した、平

成20年３月期からの３事業年度に関する中期経営計画を本年４月に見直し、平成23年３月期までの経営目標及

びＸＢＲＬ・四半期開示への対応、新たなＷｅｂ－ＩＲサービスの開発、市場ニーズに対応したビジネスモデ

ルの構築などの重点課題を設定し、推進しております。現在までに、ＸＢＲＬ・四半期開示への対応、新たな開

示実務支援システム「ＰＲＯＮＥＸＵＳ ＷＯＲＫＳ」の開発、顧客ニーズと当社の専門性を活かした有料セ

ミナー事業の開始、ＩＲメニューの拡張等の成果を上げつつあります。

また当社は、機密情報を取り扱う事業特性から、従来より情報セキュリティとコンプライアンスの徹底に取

り組んでまいりましたが、平成18年10月の商号変更に併せて制定した新経営理念と社会環境行動基準にもとづ

き、さらなる体制強化を図りました。特に平成19年度には、法務・コンプライアンス室を設置するとともに、イ

ンサイダー情報管理委員会の主導のもと、機密情報取扱者の限定、機密書類作業場所の隔離、アクセス権限管理

の強化、トレーサビリティの厳格化、教育内容の見直しと研修会の拡充、これらの活動の取り組み状況を人事評

価へ反映、株取引に対する規制の厳格化など機密情報管理体制の充実強化に取り組んでおります。これらの活

動の一環として、情報セキュリティマネジメントシステムの国際規格であるＩＳＯ27001の認証を、認証範囲を

全社に拡大して平成20年４月に取得いたしました。さらに、人権と“人財”の尊重の観点から、社員一人ひとり

の能力向上と適正な評価を実現するための新たな人事制度を導入するため、準備を進めております。これらの

取り組みも中期経営計画のガバナンス・マネジメントに係る全社課題として位置づけるとともに、ＣＳＲ経営

の観点に立って社会からの信頼を高めるための重点施策として、今後とも継続してまいります。

これらの中期経営計画を着実に実行することで、当社の持つ経営資源を有効に活用するとともに、様々なス

テークホルダーとの良好な関係を維持・発展させ、当社及び当社グループの企業価値ひいては株主共同利益の

向上に資することができると考えております。

ｃ．基本方針に照らして不適切な者によって当該株式会社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防

止するための取り組み

当社は、平成20年４月30日開催の取締役会において、当社株券等の大規模買付行為に関する対応策（以下、

「本プラン」といいます。）を導入することに関して決議を行いました。

本プランは、当社取締役会の決議により導入いたしましたが、株主総会の決議や株主総会で選任された取締

役で構成される取締役会の決議で廃止することができるなど、株主の皆様の総体的意思によってこれを廃止で

きる手段が設けられており、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利

益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める買収防衛策の３原則（「企業価値・株主共同

の利益の確保・向上の原則」「事前開示・株主意思の原則」「必要性・相当性確保の原則」）を充足してい

ます。

　さらに、株主の皆様のご意思をより反映させるという観点から、平成20年６月24日開催の当社定時株主総会に

付議し、承認をいただきました。

詳細につきましては、下記アドレスから平成20年４月30日付開示資料をご参照ください。

（当社ホームページ）http://www.pronexus.co.jp/home/ir/pressrelease.html

ｄ．本プランの合理性

１）買収防衛策に関する指針の要件をすべて充足していること

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又

は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原
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則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）をすべて充足しております。

２）当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

本プランは、当社株券等に対する大規模買付等がなされた際に、当該大規模買付等に応じるべきか否かを

株主の皆様がご判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や期間を確保し、株主

の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を

確保し、向上させるという目的をもって導入されるものです。

３）株主意思を重視するものであること

本プランは、平成20年６月24日開催の第64回定時株主総会において承認可決されたことをもって導入され

たものです。また、株主総会においてご承認いただいた後も、当社取締役の選任を通じて株主の皆様のご意向

を示していただくことが可能であるほか、その後の当社株主総会において本プランの変更又は廃止の決議が

なされた場合には、本プランも当該決議に従い、変更又は廃止されることになります。従って、本プランの導

入及び廃止には、株主の皆様のご意思が十分反映される仕組みとなっております。

４）独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

当社は、本プランの導入にあたり、当社取締役会の恣意的判断を排除するため、対抗措置の発動等を含む本

プランの運用に関する決議及び勧告を客観的に行う取締役会の諮問機関として独立委員会を設置しており

ます。

独立委員会は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している、当社の社外取締役、社外監査役又は社外の

有識者（実績のある会社経営者、官庁出身者、弁護士、公認会計士もしくは学識経験者又はこれらに準じる

者）から選任される委員３名以上により構成されます。

また、当社は、必要に応じ独立委員会の判断の概要について株主の皆様に情報開示を行うこととし、当社の

企業価値・株主共同の利益に資するよう本プランの透明な運営が行われる仕組みを確保しております。

５）合理的な客観的発動要件の設定

本プランは、合理的かつ客観的な発動要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社

取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しております。

６）デッドハンド型もしくはスローハンド型買収防衛策ではないこと

本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により、いつでも廃止することが

できるものとされております。従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数

を交代させても、なお発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。

また、当社は取締役任期を１年としており、期差任期制を採用していないため、本プランはスローハンド型

（取締役会の構成員の交代を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防

衛策）でもありません。

 

（４）研究開発活動

当第２四半期連結会計期間において、該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

（２）設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において新たに工場用地の取得を計画し、平成20年10月７日付で取得しました。取

得理由及び取得資産の概況は次のとおりであります。

①　取得理由

当社の基幹工場（本社工場）の所在地（東京都港区虎ノ門一丁目25番７号）が、東京都の都市計画道路環状

第２号線建設事業予定地に当たることから、用地収用に協力し、工場を移転するため取得するものであります。

工場の移転・稼働時期は平成22年末を予定しています。

②　取得資産の概況

取得目的 所在地
面積

（㎡）
現況

取得価額

（百万円）
資金調達方法

工場用地 埼玉県戸田市 7,555.62更地 2,400自己資金
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 139,500,000

計 139,500,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
(平成20年９月30日)

提出日現在発行数（株）
(平成20年11月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 39,327,700 39,327,700
東京証券取引所

（市場第一部）
－

計 39,327,700 39,327,700 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金
残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成20年７月１日～

平成20年９月30日
－ 39,327,700 － 3,058,650 － 4,683,596
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（５）【大株主の状況】

 平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

上野　守生 東京都港区  9,086  23.10

ステートストリートバンクアンドトラ

ストカンパニー

P.O.BOX 351 BOSTON, MA 02101, U.S.A. 2,008  5.11

（常任代理人　株式会社みずほコーポ

レート銀行兜町証券決済業務室）

（東京都中央区日本橋兜町６番７号）   

モルガンスタンレーアンドカンパニー

インク

1585 BROADWAY NEW YORK, NY 10036, U.S.

A.

 1,608  4.09

（常任代理人　モルガン・スタンレー

証券株式会社）

（東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号恵比

寿ガーデンプレイスタワー）

  

タイヨーパールファンドエルピー 40 RAGSDALE DRIVE，SUITE 200，

MONTEREY，CA 93940，U.S.A.

 1,447  3.68

（常任代理人　シティバンク銀行株式

会社）

（東京都品川区東品川二丁目３番14号）   

上野　誠子 東京都港区  1,410  3.59

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号  1,232  3.13

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口４Ｇ）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 926 2.36

プロネクサス社員持株会 東京都港区虎ノ門一丁目25番７号 829 2.11

株式会社みずほコ―ポレ―ト銀行 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 800 2.03

（常任代理人　資産管理サービス信託

銀行株式会社）

（東京都中央区晴海一丁目８番12号）   

上野　吉生 埼玉県さいたま市南区  796  2.02

計 －  20,146  51.23

　（注）１．上記のほか、自己株式が2,706千株あります。

２．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）　　　　 1,232千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４Ｇ）　　　 926千株

３．クリフォードチャンス法律事務所を代理人とするキャピタル・リサーチ・アンド・マネージメント・カン

パニーほか２社から、平成20年６月20日付で共同保有による大量保有報告書の変更報告書の写しにより平成20

年６月13日現在で以下のとおり、2,573千株を保有している旨の報告を受けておりますが、株主名簿の記載内容

が確認できないため、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんの

で、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、大量保有報告書の変更報告書の写しの内容は以下のとおりであります。

氏名または名称
保有株券等の数
（千株）

株券等保有割合
（％）

キャピタル・リサーチ・アンド・マネージメント・カンパニー 1,945 4.95

キャピタル・ガーディアン・トラスト・カンパニー 572 1.46

キャピタル・インターナショナル・インク 55 0.14

合　計 2,573 6.54
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  2,706,900 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  36,609,700 365,984 －

単元未満株式 普通株式 11,100 －
１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数  39,327,700 － －

総株主の議決権 － 365,984 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が11,300株含まれております

が、当該株式に係る議決権113個については、議決権の数の欄からは除いております。

　

②【自己株式等】

 平成20年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社プロネクサス
東京都港区虎ノ門一丁目25

番７号
2,706,900 － 2,706,900 6.88

計 － 2,706,900 － 2,706,900 6.88

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 849 815 788 796 842 900

最低（円） 770 733 708 717 692 707

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,079,639 8,172,046

受取手形及び売掛金 1,910,199 2,007,220

有価証券 3,086,771 3,482,185

原材料 9,414 14,714

仕掛品 233,020 293,201

その他 728,980 852,258

貸倒引当金 △2,452 △3,904

流動資産合計 16,045,573 14,817,723

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 766,488 786,476

機械装置及び運搬具（純額） 386,092 430,828

土地 2,556,242 2,556,242

その他（純額） 281,730 316,423

有形固定資産合計 ※
 3,990,554

※ 
4,089,971

無形固定資産 884,547 458,432

投資その他の資産

投資有価証券 3,984,795 4,346,909

その他 2,445,488 2,445,793

貸倒引当金 △45,888 △77,059

投資その他の資産合計 6,384,395 6,715,643

固定資産合計 11,259,498 11,264,047

資産合計 27,305,071 26,081,770
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 473,653 535,336

短期借入金 380,000 180,000

未払法人税等 1,190,487 599,131

賞与引当金 466,870 443,498

役員賞与引当金 － 50,000

その他 991,380 956,143

流動負債合計 3,502,392 2,764,110

固定負債

退職給付引当金 640,299 593,854

役員退職慰労引当金 33,883 310,226

その他 384,555 165,601

固定負債合計 1,058,739 1,069,682

負債合計 4,561,131 3,833,792

純資産の部

株主資本

資本金 3,058,650 3,058,034

資本剰余金 4,683,596 4,682,984

利益剰余金 16,885,144 15,794,042

自己株式 △2,052,787 △1,461,749

株主資本合計 22,574,603 22,073,310

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 65,884 68,475

評価・換算差額等合計 65,884 68,475

少数株主持分 103,452 106,191

純資産合計 22,743,940 22,247,978

負債純資産合計 27,305,071 26,081,770
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 ※2
 12,651,523

売上原価 6,988,373

売上総利益 5,663,149

販売費及び一般管理費 ※1
 2,934,852

営業利益 2,728,296

営業外収益

受取利息 11,280

受取配当金 18,539

その他 15,502

営業外収益合計 45,322

営業外費用

支払利息 1,464

投資事業組合運用損 56,103

持分法による投資損失 25,138

その他 16,229

営業外費用合計 98,935

経常利益 2,674,683

特別利益

投資有価証券売却益 134,536

特別利益合計 134,536

特別損失

施設利用権評価損 22,988

投資有価証券評価損 232,558

特別損失合計 255,546

税金等調整前四半期純利益 2,553,672

法人税、住民税及び事業税 1,173,834

法人税等調整額 △147,453

法人税等合計 1,026,380

少数株主利益 24,965

四半期純利益 1,502,327
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 ※2
 3,711,688

売上原価 2,536,946

売上総利益 1,174,742

販売費及び一般管理費 ※1
 1,407,054

営業損失（△） △232,312

営業外収益

受取利息 5,789

受取配当金 7,983

その他 8,018

営業外収益合計 21,791

営業外費用

支払利息 807

投資事業組合運用損 62,780

持分法による投資損失 2,272

その他 10,696

営業外費用合計 76,557

経常損失（△） △287,078

特別損失

施設利用権評価損 17,582

投資有価証券評価損 113,657

特別損失合計 131,240

税金等調整前四半期純損失（△） △418,319

法人税、住民税及び事業税 △230,060

法人税等調整額 65,072

法人税等合計 △164,988

少数株主損失（△） △588

四半期純損失（△） △252,742
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,553,672

減価償却費 243,904

引当金の増減額（△は減少） △244,048

持分法による投資損益（△は益） 25,138

投資有価証券評価損益（△は益） 232,558

受取利息及び受取配当金 △29,820

支払利息 1,464

売上債権の増減額（△は増加） 206,439

たな卸資産の増減額（△は増加） 66,692

仕入債務の増減額（△は減少） △62,558

その他 △10,661

小計 2,982,781

利息及び配当金の受取額 28,037

利息の支払額 △1,303

法人税等の支払額 △591,906

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,417,608

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の売却による収入 1,500,000

有形固定資産の取得による支出 △103,452

無形固定資産の取得による支出 △485,861

投資有価証券の取得による支出 △3,765

投資有価証券の売却による収入 198,771

投資事業組合への支出 △50,000

敷金及び保証金の回収による収入 347,367

その他 △9,422

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,393,636

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 450,000

短期借入金の返済による支出 △250,000

自己株式の取得による支出 △591,038

配当金の支払額 △410,915

ストックオプションの行使による収入 1,228

財務活動によるキャッシュ・フロー △800,725

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,010,519

現金及び現金同等物の期首残高 10,155,890

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 13,166,410
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

１．持分法の適用に関する事

項の変更

持分法適用関連会社

(1）持分法適用関連会社の変更

株式会社グロース・パートナーズは同社の第三者割当増資に伴い、当社の議決権の

所有割合が減少したため、当第２四半期連結会計期間末より、持分法適用の範囲から

除外しております。

なお、当第２四半期連結会計期間末までの損益は当四半期連結損益計算書に持分法

による投資損失として取り込んでおります。

(2）変更後の持分法適用関連会社の数

持分法適用関連会社はありません。

２．会計処理基準に関する事

項の変更

重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として個別法による原

価法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する

会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、主

として個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）により算出しております。これによる損益に与える影響は軽微であり

ます。

 

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間 
（自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日）

固定資産の減価償却費の算定方

法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間

按分して算定する方法によっております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

該当事項はありません。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は、2,627,542千円であ

ります。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、2,473,293千円であ

ります。
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（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

 

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

給料手当　　　　　　　　　　 1,133,861千円

賞与引当金繰入額　　　　　　　 207,622

退職給付費用　　　　　　　　　　48,290

役員退職慰労引当金繰入額　　　　44,657

福利厚生費　　　　　　　　　　 284,460

賃借料　　　　　　　　　　　　 342,763

※２．当社グループの主力製品のうち、株主総会招集通知、

有価証券報告書、株主向け年次報告書等は、企業の決算

期に連動して受注する開示書類であります。当社グ

ループの売上高は、例年、３月決算会社への売上が第１

四半期連結会計期間に集中しているため、他の四半期

連結会計期間における売上高に比べ、第１四半期連結

会計期間の売上高が著しく高くなるといった季節的変

動があります。

 

 

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

 

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

給料手当　　　　　　　　　　　 557,718千円

賞与引当金繰入額　　　　　　　 105,397

退職給付費用　　　　　　　　　　24,172

役員退職慰労引当金繰入額　　　　 1,575

福利厚生費　　　　　　　　　　 137,187

賃借料　　　　　　　　　　　　 171,074

※２．当社グループの主力製品のうち、株主総会招集通知、

有価証券報告書、株主向け年次報告書等は、企業の決算

期に連動して受注する開示書類であります。当社グ

ループの売上高は、例年、３月決算会社への売上が第１

四半期連結会計期間に集中しているため、他の四半期

連結会計期間における売上高に比べ、第１四半期連結

会計期間の売上高が著しく高くなるといった季節的変

動があります。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在）

 

現金及び預金勘定  10,079,639千円

有価証券 3,086,771 

現金及び現金同等物 13,166,410 
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　　　　　　　39,327,700株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　　　　　　　　 2,706,901株

 

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額
 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月24日

定時株主総会
普通株式 411,224 11 平成20年３月31日平成20年６月25日利益剰余金

 

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期
間末後となるもの

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年10月30日

取締役会
普通株式 402,828 11 平成20年９月30日平成20年12月８日利益剰余金

 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

当社及び連結子会社の事業はディスクロージャー関連事業並びにこれらに付帯する業務の単一事業であり

ます。従って、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。 

 

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

当社は、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がありませんので、該当事項はありませ

ん。  

 

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

海外売上高がありませんので、該当事項はありません。
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（有価証券関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）

著しい変動がないため記載を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）

当社グループはデリバティブ取引を行っておりません。

 

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日） 

該当事項はありません。 

 

（企業結合等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日） 

該当事項はありません。  

 

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 618.24円 １株当たり純資産額 592.28円

  

 ２．１株当たり四半期純利益金額等又は１株当たり四半期純損失金額
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 40.54円

潜在株式調整後１株当たり四半期純
利益金額

40.54円

１株当たり四半期純損失金額 △6.86円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい
ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在
しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額

四半期純利益又は四半期純損失（△） （千円） 1,502,327 △252,742

普通株主に帰属しない金額 （千円）   －     －

普通株式に係る四半期純利益又は

四半期純損失（△）
（千円） 1,502,327 △252,742

期中平均株式数 （株） 37,055,633 36,834,341

  

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

四半期純利益調整額 （千円） － －

普通株式増加数 （株） 4,174 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －
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（重要な後発事象）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

重要な設備投資

当社は平成20年10月６日開催の取締役会において、埼玉県戸田市の土地を取得することを決議いたしました。

(1）土地の取得を行う目的

当社本社工場（東京都港区）の所在地が東京都の都市計画道路環状第２号線建設事業収用予定地に当たるため、

工場の移転を目的として取得するものであります。

(2）設備投資の内容

①　所在地　　　埼玉県戸田市

②　面積　　　　7,555.62㎡

③　取得価額　　2,400,000千円

(3）設備の導入時期

①　不動産売買契約締結日　　平成20年10月７日

②　土地取得時期　　　　　　平成20年10月７日

なお、工場の移転・稼動時期は平成22年末を予定しております。

(4）資金の調達方法

自己資金

 

（リース取引関係）

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

著しい変動がないため記載を省略しております。 

 

２【その他】

平成20年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（１）中間配当による配当金の総額  402,828千円

（２）１株当たりの金額 11円00銭

（３）支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成20年12月８日

（注）平成20年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いま

す。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。 
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成20年11月７日

株式会社プロネクサス

取締役会　御中
 

監査法人トーマツ

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 津田　良洋　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 林　　敬子　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社プロネクサ

スの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成

20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社プロネクサス及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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